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とちぎ地域・自治研究所は、5 月 19 日

（日）午後１時 30 分から、宇都宮市姿川

地区市民センターで第 12 回定期総会を開

催しました。 

記念講演は、芝田英昭立教大学コミュニ

ティ福祉学部教授の「『一体改革』でどう

なる社会保障、再生のための課題」でした。 

講演では、アベノミクスの成長戦略は徹底

した規制緩和であり、社会保障の制度「改

革」は自助を強調しつつ、社会保障分野へ

の企業参入による儲けの場の拡大を狙うも

のであるが、それは日本資本主義の弱体化

の現れでもある等々を指摘されました。

（※詳細は、追って所報に掲載します。講

師編著の参考図書は８頁を参照ください。） 

記念講演後の、第 12回定期総会では、

大木理事長代行の挨拶の後、議事に入り、

第３次県政白書の発刊や設立 10 周年記念

県政シンポジウムなどに取り組んだ 2012

年度活動報告及び収支決算報告、2013年

事業計画案及び収支予算案、規約改正案

（事務局体制の明確化）を承認した後、役

員選出では、笠原前理事長逝去後空席とな

っていた理事長に北島滋宇都宮大学名誉教

授を選出するとともに、秋山満宇都宮大学

農学部教授を新たに理事に選出しました。 

 2013年度の事業計画では、2013年11月
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に「全国地域自治区サミット in 栃木（仮

称）」を地域自治区を設置している全国の

自治体と共催で開催することや、議員研修

会、地域での「まち研」づくりなどを重点

に取り組むこととしています。 最後に、

放送大学の用務で出席できなかった北島新

理事長からのメッセージ（３頁参照）が読

み上げられ、総会を終了しました。 
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理 事 長   北 島   滋 （宇都宮大学名誉教授） 

副理事長   太 田   正 （作新学院大学経営学部教授） 

副理事長  大 木 一 俊 （弁護士） 

副理事長兼 

事務局長  佐々木   剛 （福祉施設役員） 

理 事   秋 山   満 （宇都宮大学農学部教授） 

伊 藤 武 晴 （１級建築士） 

大 島 政 雄 （栃木公務公共一般労働組合執行委員長） 

片 岡   豊 （作新学院大学人間文化学部教授） 

  熊 澤 通 夫  (経済評論家) 

  長谷川 一  宏  （栃木県保育運動連絡会役員） 

斎 藤 真 一 （栃木県民主医療機関連合会事務局長） 

陣 内 雄 次 （宇都宮大学教育学部教授） 

高 橋 温 美 （社会福祉法人こぶしの会常務理事） 

  伊 達 悦 子 （作新学院大学人間文化学部教授） 

野 口   要 （全日本年金者組合栃木県本部書記長） 

日 高 定 昭 （作新学院大学経営学部教授） 

松 島 隆 裕 （元小山工業高等専門学校教授） 

増 山   均 （早稲田大学文学部教授） 

丸 山 剛 史 （宇都宮大学教育学部准教授） 

水 谷 正 一 （宇都宮大学名誉教授） 

山 口 正 篤 （日光の酸性雨を考える会代表） 

山 田   昇 （佐野短期大学教授） 

米 田 軍 平 （弁護士） 

監 事    日野川  勇  一  （税理士） 

  石  嶋  久  男 

                ※     は新任 
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2012年 6 月に笠原義人理事長が急逝さ

れました。笠原氏はとちぎ地域・自治研究

所の創立以来、一貫してその発展に尽力さ

れ多大な成果を生み出しました。市民自治

の発展に向けた研究会、シンポジュウム、

市民・自治体職員・議員に向けた公開講座、

講演、県政の研究成果（ブックレットの刊

行）等挙げればきりがありません。その後

任として重責を担うことは私自身の能力の

限界を超えており、理事長就任を躊躇いた

しました。しかし自治体をめぐる課題が山

積するなかで、研究所の地域における役割

は益々重要になっており、その活動をより

一層発展させる必要があると判断し微力な

がら理事長への就任をお引き受けすること

にいたしました。 

 2 月 1 日発行の「とちぎの地域と自治」

（第121号）で私なりの市民・自治体・地

域をめぐる状況について多少とも触れまし

たが、自治体をめぐる状況は急速にかつ複

雑に変化しています。市民・自治体・地域

の問題を分析するにあたって国、市民・自

治体・地域の関係だけで問題を捉えること

ができず、TPPに示されるようにグローバ

リゼーション（＝国際化要因）の影響を加

味しなければ解けなくなったことです。 

ところで安倍内閣はアベノミクスの第 1

の矢として、インフレターゲット 2％を目

標として大幅な量的金融緩和策を推進して

います。事前の予測通り円安・株高に振れ

ましたが、未だ景気回復への期待の範囲に

あり、実体経済にはさほど影響せず産業界

に資金需要が拡大しているとは思えません。

第2の矢は、国土強靱化（＝減災対策）と

いう合い言葉の下に、公共事業の拡大です。

これは景気の短期的刺激策にしかならず、

赤字国債増発の悪循環を引き起こす要因と

なります。量的緩和策の下で日銀がそれを

購入し続ければ（そのようなことがあって

はならないと思いますが）、国際市場での

＜日本投げ売り＞を引き起こします。そう

なればリーマンショックどころではありま

せん。第3の矢は成長戦略です。自民党に

限らず民主党を含めた歴代の内閣が打ち出

したそれと比較しても目新しさはありませ

ん。再生医療、女性の活用等を並べていま

すが、それは刺身のツマであって核心は規

制緩和です。規制緩和のすべてが＜否＞と

いうのではありません。重要なのは国民生

活にとってメリットがあるのかどうかとい

う視点です。どうも産業界の意見（＝経

済・経営システムの効率化）優先であり、

国民生活、働く者を置き去りにしています。

一、二例を挙げれば、労働者に関わる更な

る規制緩和が議論の対象になっていること

です。解雇の事後的金銭解決です。今以上

に解雇しやすくすることです。それと労働

時間の規制緩和策であるホワイトカラー・

エグゼンプションの導入です。現在の状況

を前提にすれば、更なる解雇の促進、ただ

働きが横行する負の影響が目に見えていま

す。一方で 36.7％（2013年 3月、1887万

人）にもなろうとする非正規労働者の増加、

他方で労働者保護の規制緩和、加えて自立

主義に基づく医療・福祉の自己負担増と生

活保護の切り下げ、国民は貧困に喘ぐとい
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う構図です。 

片山杜秀が2013年4月27日朝日新聞紙

上で、「安倍政権が主権や国防軍、日の丸、

君が代といったナショナルなシンボルをや

たらと強調するのは『もう国は国民の面倒

をみない、それぞれ勝手に生きてくれ』と

いう政権の自由主義的なスタンスと表裏の

関係にある」と主張していますが、言い得

て妙、傾聴に値します。しかしそうは言っ

ても非正規の増大、労働法関連の規制緩和

は貧困の拡大（＝将来的無年金層の累積）

に結びつく可能性が大きいのであり、しか

もその多くが若年層であり、これらの若年

層が本来の原因から目をそらされて、中国、

韓国との関係悪化を口実に不満のはけ口を

憲法改正、国防軍創設、国民主権回復、日

の丸、君が代へと情緒的統合に動機づけら

れていくのではないか、大変心配です。既

にその兆候が現れているように思います。 

この文脈からみますと、統治システムの

改変である道州制の意味がわかるように思

います。道・州が道民・州民の基本的生活

に直接責任を負う。そのことの意味は、片

山氏が述べているように、『もう国は国民

の面倒をみない、・・・』に尽きます。従

って安倍内閣にとって憲法改正の問題は不

可欠です。憲法9条だけではなく、憲法第

三章が大きな課題となります。国の責任を

外し、逆に＜公共の福祉＞の名の下に国民

の権利を抑制し義務を拡大することが不可

避になります。 

とちぎ地域・自治研究所はこのような山

積する課題解決に貢献することが県民から

求められています。考えてみますと、市民、

自治体、地域をめぐる困難な状況は逆に市

民、市民活動団体、研究者、自治体職員、

首長等の様々の方々と研究所が議論し合い、

連携し山積する課題を市民の目線で解決す

るチャンスでもあります。皆様方のお力添

えを得て、とちぎ・地域自治研究所がその

役割を果たせるように微力ながら努力した

いと思います。 
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 都市の持続可能性とはそこに人が住み続

けられる環境を整備していくことでもある。

住み続けられる環境条件は多種多様である。

以前は近隣の店舗や商店街が、日々の暮ら

しを支え豊かにする条件としてどの地方都

市でも見られた風景であった。しかし、言

い尽くされたことではあるが、モータリゼ

ーション、大型商業施設の郊外立地、イン

ターネットショッピングの普及、人口減少

等の影響で、個人商店や商店街の衰退は急

激である。例えば、経済産業省の『商業統

計』によると、小売事業所数は、1991年

から 2007年にかけて約 159万ヵ所から約

114 万ヵ所に減少している。環境保全、防

災性や防犯性の維持などのためにも、徒歩

圏内の身近な地域でのつながりの重要性が

指摘されており、職住一体（店舗併用住宅）

が可能な個人店舗、そして店舗の集合体で

ある商店街の役割が今一度見直されるべき

であろう。石原は、人びとのつながりをつ

くる場ともなる店舗を「コミュニティ型小

売業」と定義し、地域社会における個人店

舗と商店街の有用性を説いている１）。つま

り、商業活動（商い）がその主体者の利益

のみを主眼とするのではなく、ソーシャル

ベネフィット（社会的利益）をも志向する

ことが期待されるのである。このようなソ

ーシャルな視点を持った店づくりから始ま

─☻ⱦ☺Ⱡꜟꜗ◦כ♁ 1  
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り、地域をより良い方向に変えていくとい

う動きが各地で進み出している。このよう

な店づくりを石原を模して、本稿では「ソ

ーシャル型小売業」と位置付けることにす

る。 

ソーシャルビジネスとは、社会的課題を

ビジネス手法によって持続的に解決を図る

事業である。したがって、「ソーシャル型

小売業」とは、地域に軸足を置くものの、

その地域にのみ限定されないモデルであり、

新しい社会的仕組みやモデルを創造したり、

21 世紀の生き方をも示唆する営みも対象

とする。本稿では、栃木県内での動向に着

目する。栃木県では、疲弊しきった既成市

街地において、空き店舗、空き家など既存

ストックを活用した動きが沸き起こってい

る。それは、点→線→面の展開へと発展し

ており、にぎわい創出にもつながっている。

このような事例に着目し、店をつくり運営

していくことが、元気がなかった街を変容

しにぎわい創出へとつながっていくという

プロセスを、ソーシャルビジネスという視

点を入れつつ分析的に述べることとする。 
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(1) Ⱡ◖ꜘ♪ ─  

鹿沼市は栃木県の県都宇都宮市に隣接す

る。2006年 1 月、鹿沼市と粟野町が合併

している。2012年の人口は約 10万人であ

る。 

鹿沼城下に広がった屋敷町「根古屋」が、

ネコヤド路地裏界隈の元々の地名である。

空き家と高齢者が目立つ閑散とした裏寂れ

た住宅街であった。のんびりと猫が昼寝を 

 

する姿が見られるところから、いつしか

｢ネコヤド路地｣と呼ばれるようになった｡   

そこに、カフェ饗茶庵
きょうちゃあん

がオープンし、

新たな灯りがともった。店舗と路地を使っ

た月 1 回のネコヤド大市を開始、関東一

円から多くの来街者があり、そのムーブメ

ントは栃木県内外のまちづくりのモデルと

なりつつある。 
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(2) ₈ ╩≈ↄ╡⁸ ╩ ⅎ╢₉ ╡ ╖ 

風間教司氏が自宅を改修しカフェ饗茶庵

を1999年にオープンしたのが、「店をつく

り、街を変える」起点であった。饗茶庵の

隣にあった空き家を、2001年に離れとし

て借り「花蓮（はなれ）」と命名。コンサ

ートなどいろいろなイベントを開催した。

2005年には饗茶庵に隣接して、オーガニ

ックカフェ「アンリロ」が開店した。 

2006年に「花蓮」の中でネコヤド大市を

開始。一区画3,000円で9区画を貸し出した。

当初、ネコヤド大市への来客は一日で500人

程度であった。店を始めたいという相談が多

く、ならばということで、チャレンジショッ

プ的に大市を始めたのである。お試し

でお店をやってみる、そこで仲間がで

き、客の反応をダイレクトに知ること

もできる。出店できる見込みがあれば、

鹿沼市内で出店のための空き店舗や空

き家を風間氏が紹介した。ネコヤド路

地近くの天神町の空き店舗を主に紹介

し、通称「天神長屋」と呼ばれるよう

になった。市は「空き店舗活用推進事

業補助金」（店舗家賃の 1／2 以内で、月額 3

万円を限度に最長3年間）の制度を持ってい

たが、利用実績がなかった。このため、本制

度をうまく活用するということも目指した。

6 年間で 66 回開催されたネコヤド大市は、

2012年 2 月で最後を迎えることになった。

ネコヤド大市を拡充し、饗茶庵と天神長屋が

連携して「ネコヤド商店街」を開催すること

になったのである。カフェ饗茶庵を中心とす

る路地裏から始まった「店をつくり、街を変

える」動きが徐々に滲みだし、今やそのパワ

ーが疲弊した中心市街地活性化へと向かって

いるのである。 

 

(3) ≤  

ネコヤド大市、ネコヤド商店街の成功の

裏には、鹿沼市の協力がある。例えば、市

役所の駐車場をこれらイベント目当ての来

街者が利用する場合もある。また、中心市

街地活性化の一環として整備されたまちの

駅「新・鹿沼宿」とネコヤド商店街とが連

携してイベントが開催されている。 

風間氏が始めたカフェ饗茶庵から、「花

蓮」でのイベント開催→アンリロの開店→ 

ネコヤド大市の開催→天神長屋などへの

新規出店→ネコヤド商店街（中心市街地活

性化）というように成長してきた。当初、

カフェをオープンしそれを軌道に乗せるこ

とが目的であった風間氏の意識は、やがて、

若者の新規出店支援や地元自治会や行政な

どとの関係づくりを経て、若手起業家の創

業、空き店舗・空き家の活用、まちづくり

へと広がっていったのであり、「ソーシャ

ル型小売業」としてのカフェ饗茶庵の真髄

をそこに見いだすことができる。 
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